
防府市ごみステーションの設置及び管理に関する要綱 

令和２年１月６日制定  

 （目的） 

第１条 この要綱は、家庭系廃棄物の集積を行う場所の設置及び維持

管理に関して必要な事項を定めることにより、安全かつ効率的なご

みの収集作業及び市民の良好な生活環境の保全に寄与することを目

的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

 （１） 家庭系廃棄物 防府市廃棄物の処理及び清掃に関する条例

（平成８年防府市条例第２７号）第２条第４号に規定する廃棄物

をいう。 

 （２） ごみステーション 市が家庭系廃棄物を定期的に収集する

までの間、各家庭から持ち出された家庭系一般廃棄物を一時集積

しておくための場所であって、第３条に規定する承認基準等に適

合していると市長が認めたものをいう。 

 （３） 宅地開発地 新興住宅地や分譲住宅地など開発等により、

一戸建ての住宅が集合した区域をいう。 

 （４） 宅地開発地ごみステーション 主に宅地開発地に居住する

者の用に供するため、当該宅地開発地に設置されるごみステーシ

ョンをいう。 

 （５） 開発事業者 宅地開発地を整備する事業者をいう。 

 （６） 集合住宅 一つの建物の中に、複数の住居がある形式の住

宅を指し、マンションやアパートなどをいう。 

 （７） 集合住宅ごみステーション 主に集合住宅に居住する者の

用に供するため、当該集合住宅に設置されるごみステーションを

いう。 

 （８） 一般住宅地 集合住宅及び宅地開発地以外の住宅地をいう。 

 （９） 一般住宅地ごみステーション 一般住宅地に設置されるご



みステーションをいう。 

 （10） 開発行為の許可 都市計画法（昭和４３年法律第１００号

）第２９条第１項及び第２項の許可をいう。 

 （11） 自治会 自治会に対する事務委託及び助成等に関する規則

（昭和５１年防府市規則第１０号）第２条第１項に規定する自治

組織をいう。 

 （承認基準等） 

第３条 ごみステーションを設置しようとする場合は、次に掲げる承

認基準のいずれにも該当しなければならない。ただし、地域性及び

地理的条件を考慮し、市長が特に必要と認めた場合はこの限りでな

い。 

 （１） ごみステーションの利用戸数が、１０戸以上であること。

ただし、不燃ごみ及び資源ごみ、危険ごみステーションについ

ては、原則として１つの自治会につき１か所とする。 

 （２） ごみ収集車が容易に通行でき、周囲を通行する歩行者や、

車の安全が確保できる場所であること。 

 （３） 原則としてごみ収集車が通り抜けできる場所であること。

ただし、安全に方向転換できる場合はこの限りでない。 

 （４） 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第４４条及び第

４５条に規定する停車及び駐車を禁止された場所でないこと。 

 （５） 急勾配やカーブを極力避けた場所であること。 

 （６） 利用者が安全にごみの排出ができる場所であること。 

 （７） ごみの収集作業が安全に行うことができる場所であること。 

 （８） ごみステーションとして使用することにより周囲の構築物

等を損傷する危険がないこと。 

 （９） ごみステーション設置場所の土地所有者及び当該設置場所

に隣接する土地所有者の承諾を得ていること。 

 （10） 収集の際、私道（登記地目が公衆用道路の場合を除く。）

を通行する必要がある場合は、当該私道の所有者の承諾があるこ

と。 



 （11） 市長が収集に支障がないと判断した場所であること。 

２ ごみステーションの場所、形状等の変更をしようとする場合は、

前項第２号から第１１号までに掲げる承認基準のいずれにも該当し

なければならない。ただし、地域性及び地理的条件を考慮し、市長

が特に必要と認めた場合はこの限りでない。 

３ 市長は、前２項の場合において、その基準を満たしているかを確

認するため、ごみステーションを設置しようとする場所等の調査を

行うものとする。この場合において、必要があると認めるときは、

当該ごみステーションの設置者又は管理者に対して、立会いを求め

るものとする。 

 （協議を要するごみステーションの設置等） 

第４条 宅地開発地の新たな整備に伴い、宅地開発地ごみステーショ

ンを設置する場合又は既存のごみステーションを利用する場合には、

開発事業者は家庭系廃棄物の分別区分ごとの排出場所について、当

該住宅の所在地の自治会長と協議した上で、宅地開発地・集合住宅

ごみステーション（設置・利用）協議書（第１号様式）にごみステ

ーションの位置図並びに前条第１項第９号及び第１０号の承諾を受

けたことが確認できる書類（ごみステーションを設置する場合に限

る。）を添えて市長に届け出るものとする。ただし、特段の事情が

ある場合は、この限りでない。 

２ 前項に規定する協議書は、宅地開発地における開発行為の許可を

要する場合には当該許可申請日までに、開発行為の許可を要しない

場合には当該開発行為をする日までに市長に届け出るものとする。 

３ 前２項の規定は、集合住宅の設置に伴い、集合住宅ごみステーシ

ョンを設置する場合又は既存のごみステーションを利用する場合に

ついて準用する。この場合において、第１項中「開発事業者」とあ

るのは「集合住宅の所有者又は管理者」と読み替える。 

（ごみステーションの新設に係る届出） 

第５条 自治会長は、一般住宅地ごみステーションを新たに設置しよ

うとする場合には、収集の開始を希望する日の１５日前までにごみ



ステーション（新設・変更・廃止）届出書（第２号様式）にごみス

テーションの位置図並びに第３条第１項第９号及び第１０号の承諾

を受けたことが確認できる書類を添えて、市長に届け出るものとす

る。ただし、特段の事情がある場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定は宅地開発地ごみステーションの新設について準用す

る。この場合において、同項中「自治会長」とあるのは「自治会長

又は開発事業者」と読み替える。 

３ 第１項の規定は集合住宅ごみステーションの新設について準用す

る。この場合において、同項中「自治会長」とあるのは「自治会長

又は集合住宅の所有者若しくは管理者」と読み替える。 

 （ごみステーションの変更又は廃止に係る届出） 

第６条 ごみステーションの変更又は廃止をしようとする場合には、

当該ごみステーションの場所、形状等の変更又は収集の終了を希望

する日の１５日前までにごみステーション（新設・変更・廃止）届

出書（第２号様式）に当該ごみステーションの位置図並びに第３条

第１項第９号及び第１０号の承諾を受けたことが確認できる書類を

添えて市長に届け出るものとする。ただし、特段の事情がある場合

は、この限りでない。 

２ 前項の届出は届出時にごみステーションを管理している者（自治

会長、開発事業者又は集合住宅の所有者若しくは管理者）が行うも

のとする。 

 （収集の通知等） 

第７条 市長は、前２条に規定する届出書を受理したときには、当該

ごみステーションの新設、変更又は廃止が適当であるかを審査し、

その結果を、当該届出をした者（次項において単に「届出者」とい

う。）に対し通知するものとする。 

２ 届出者は、前項の規定による通知があるまでは、ごみステーショ

ンの新設、変更又は廃止を行ってはならない。 

（ごみステーションの管理） 

第８条 ごみステーションを管理する者は、当該ごみステーションを



適切に管理するとともに、利用する者と協力して、ごみステーショ

ン及び周辺の環境美化に努めるものとする。 

２ ごみステーションを利用する者は、当該ごみステーションの管理

に協力するとともに、ごみを適正に排出し、ごみステーション及び

周辺の環境美化等に努めるものとする。 

３ ごみステーションの運用その他の事項に関して紛争が生じたとき

は、管理者及び利用者の責任において、その解決を図るものとする。 

 （改善指導） 

第９条 市長は、家庭系廃棄物の収集等に支障が生じるおそれがある

と認めるときは、ごみステーションの管理に関し、その管理者に必

要な指導を行うことができる。 

 （その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要

な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

この要綱は、令和２年１月６日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


